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論文内容の要旨
現在、都市での生活において、騒音と居住空間の関係は大きな社会問題になっている。しかし、騒音を
私たちの生活から排除することは不可能である。室内外の関係を適切に保つためには、室内外から発生す
る様々な音の性状や影響を知った上で、遮音・吸音等を適切に組み合わせてよりよい室内の音環境を作る
必要があるo
騒音とその影響に関する実験や調査は数多い。しかし、アンケート調査に基づく社会調査と実験室実験
の結果が一致しないという研究報告もあり、両者の違いや共通点がしばしば議論の対象となっている。
そこで、本論文ではこれまであまり研究が行われていなかった人の活動時において、日常騒音レベルの
交通騒音の影響を明らかにすることを目的とする。そのためにアンケート調査をもとにした社会調査と実
験室で被験者に実在する騒音を暴露させる実験室実験の2方向からそれぞれの調査手法の特長を生かした
研究を行った。
本論文はつぎのように構成されている。
第1章では本研究の背景やその目的について論じる。交通騒音の影響に関する既存の研究や我が国での
法体系について述べた。
第2章では社会調査として道路交通騒音の影響について集合住宅のアンケート結果を基に問題点の整理
を行った。
第3章では第2章をさらに発展させて鉄道騒音の影響について戸建住宅と集合住宅のアンケート結果を
基に暴露騒音レベルと住民反応の関係、非音響的要因との関係について述べた。
第4章では実験室において騒音の作業能率への影響を明らかにするために行った実験の結果をまとめた。
第5章では騒音における心理的影響とその変化についての実験結果を述べた。
第6章では騒音における生理的影響を心拍と脳波の両面から測定し、騒音種類ごとの違いや騒音暴露時
間の違いによる変化について実験の結果をまとめた。
最後に第7章で、本研究で得られた知見を総括し、最近の研究との比較について述べる。
これらの研究の結果、(1)道路交通騒音でも鉄道騒音でも等価騒音レベル (Leq)が65dB(A)を超えると
「気になるJiうるさく感じる」割合が急激に増加する。 (2)道路交通騒音の等価騒音レベル(Leq)が70dB
(A)の地域で健康障害が見られた。 (3)道路騒音暴露下の作業には集中しやすく、鉄道騒音暴露下の作業
には集中しにくい。 (4)安静時では道路騒音の方が鉄道騒音よりリラックスしているが脳波の変動は道路騒
音の方が激しい、などのことが明らかになった。
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論文審査の結果の要旨
交通騒音の影響を評価し、その対策を講じる事は、都市の存在する建物の設計計画において非常に重要
であるo 騒音の人間生活に及ぼす影響は、これまでも住民のアンケート調査や実験室での暴露試験などが
行われてきたが、両者の不一致や騒音の性状の差異を考慮しないなど問題が存在し、検討の余地が残され
ているO そこで、本論文では、種々の交通騒音を対象に、アンケート調査と実験室実験を行い、両者の相
違や騒音の種類による影響の差などを検討した。影響の差異に対応する適切な対策立案の必要性を明らか
にしfこ。
まず、道路騒音と交通騒音に関し、騒音レベルの測定とアンケート調査を同時に行い、等価騒音レベル
による反応のほかに、騒音の変動幅や発生の規則性などによる日常生活への影響の違いを明らかにした。
集合住宅居住者と戸建住宅のそれによる評価の違いなどの非音響的要素も示した。次いで、これらの騒音
を実験室で被験者に暴露し、作業能率への影響や心理的・生理的反応を検討した。能率テストは、開発し
たパーソナルコンビュータ用ソフトで行い、道路騒音と鉄道のそれでは影響に差があり、周期性のある後
者には順応が見られた。心理的反応では、感覚・印象評価のアンケートを、生理的には、心拍数や脳波を
観測した。種類の異なる騒音が、作業時の集中度、安息時の不快感および睡眠の妨害など、それぞれに及
ぼす影響に差があることを明らかにした。これらから、社会的アンケート結果と実験室実験結果の相違点
と共通点を明確にした。
以上のように本論文は、交通騒音の生活および人体に与える影響を多角的に検討し、騒音レベル単独で
の影響評価に変わる多面的評価の必要性と有効性を示し、適切な遮音・吸音技術の開発や、合理的騒音環
境基準策定など、建築音響学をはじめ建築環境工学発展に寄与するところ大きいと考えられる。よって、
本論文の著者は、博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認める。
